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� 正当な理由がなくて契約を履行しなかっ
たとき。

� 上記により一般競争に参加できないこと
とされている者を契約の締結又は契約の履
行に当たり、代理人、支配人その他の使用
人として使用したとき。

^ 平成22・23・24年度厚生労働省競争参加資
格（全省庁統一資格）「物品の販売」のＡ、Ｂ
又はＣの等級に格付けされ、関東・甲信越地
域の競争参加資格を有する者であること。

_ 当該業務又は類似の業務を相当量完了した
実績を有している者であること。

` 当該業務を確実に実施できると証明した者
であること。

a 資格審査申請書又は添付書類に虚偽の事実
を記載していないと認められる者であるこ
と。

b 経営の状況又は信用度が極度に悪化してい
ないと認められる者であること。

c その他、入札説明書に定める資格を有する
者であること。

３ 入札書の提出場所等
\ 契約条項を示す場所、入札説明書の交付場
所及び問い合わせ先
〒169`8012 東京都新宿区大久保２`12`

１ 日本年金機構南関東ブロック本部管理部
経理グループ 福永 雅則 電話03`5155`

1709

] 入札説明書の交付方法 本公告の日より上
記３\の交付場所にて交付する。

^ 入札書の受領期限及び場所 平成22年８月
11日10時45分 東京都新宿区大久保２`12`

１ 日本年金機構南関東ブロック本部ビル７
階 管理グループ

_ 開札の日時及び場所 平成22年８月11日11

時00分 東京都新宿区大久保２`12`１ 日
本年金機構南関東ブロック本部ビル地下１階
第３入札室

４ その他
\ 契約手続において使用する言語及び通貨
日本語及び日本国通貨に限る。

] 入札保証金及び契約保証金 免除
^ 入札者に要求される事項 この一般競争に
参加する者は、競争参加資格に関する証明書
等を平成22年８月10日午前11時00分までに提
出しなければならない。入札者の競争参加資

格に関する証明書等は日本年金機構において
審査するものとし、採用し得ると判断された
場合の入札書のみを落札決定の対象とする。
入札者は、開札日の前日までの間において、
日本年金機構から当該書類等に関し説明を求
められた場合は、それに応じなければならな
い。

_ 入札の無効 本公告に示した競争参加資格
のない者の提出した入札書、入札者に求めら
れる義務を履行しなかった者の提出した入札
書、その他入札の条件に違反した入札は無効
とする。

` 契約書作成の要否 要
a 落札者の決定方法 本公告に示した物品を
納品できると日本年金機構が判断した資料を
添付して入札書を提出した入札者であって、
日本年金機構の予定価格の制限の範囲内で最
低価格をもって有効な入札を行った入札者を
落札者とする。

b 手続きにおける交渉の有無 無
c 詳細は入札説明書による。
５ Summary

\ deputy of President : Ryuu Juubishi, Ex-

ecutive Director, MINAMI-KANTO Re-

gional Headquarters, Japan Pension Ser-

vice

] Classification of the services to be pro-

cured : 26

^ Nature and quantity of the services to be

required : The purchase of equipment (hou-

sehold articles), MINAMI-KANTO Region-

al

_ Delivery period : 31, August 2010

` Delivery place : Places designated by Ja-

pan Pension Service

a Qualifications for participating in the

tendering procedures : Suppliers eligible for

participating in the proposed tender are

those who shall ;

{ It must be a person who doesnÐt corre-

spond to the person and the bankrupt

who doesnÐt have the ability that the cor-

responding contract concludes by not ob-

taining rehabilitation.

| It is a person who disturbed the execu-

tion of the duty as the person and the

staff who disturbed the fulfillment of the

person and the highest bidder who dis-

turbed the execution of a person who did

the act of injustice for the compact pros-

ecution and a fair competition of the con-

tract, and it is ill-founded and it person

who doesnÐt correspond to the person

who doesnÐt perform a contract.

} have the Grade A, Grade B or Grade C

in ÚSale of productÙ in terms of the quali-

fication for participating in tenders by

the Ministry of Health, Labour and Wel-

fare (Single qualification for every minis-

try and agency) in Kanto-Koshinetsu

Area in fiscal years 2010, 2011, 2012

~ prove to have actually engaged in fair

amount of similar matters properly

� prove to have the ability to provide

sufficient service with certainty

� prove to have no false statement in ten-

dering documents

‚ prove neither the business condition

nor credibility is deteriorating

ƒ meet the qualification requirements

which Official in charge of disbursement

of the procuring entity may specify in ac-

cordance with Article 73 of the Cabinet

Order

b Time-limit of submission of proposals :

10 : 45 AM 11, August, 2010

c Time-limit for tender : 11 : 00 AM 11, Au-

gust, 2010

d Contact point for the notice : Fukunaga

Masanori, Accounting Section, Manage-

ment Department, MINAMI-KANTO Re-

gional Headquarters, Japan Pension Ser-

vice, 12`1, Okubo 2-chome, Shinjuku-ku,

Tokyo, 169`8012, Japan TEL 03`5155`

1709

懲戒の処分公告

弁護士法第64条の６第３項の規定により下記の
とおり公告します。

記
１ 処分をした弁護士会 東京弁護士会
２ 処分を受けた弁護士
氏 名 山本 朝光
登録番号 10011

事 務 所 東京都新宿区西新宿１`14`６新
宿西勢ビル４階
山本法律事務所

３ 処分の内容 業務停止６月
４ 処分が効力を生じた年月日
平成22年６月７日
平成 22年６月 11日 日本弁護士連合会

懲戒の処分公告

弁護士法第64条の６第３項の規定により下記の
とおり公告します。

記
１ 処分をした弁護士会 東京弁護士会
２ 処分を受けた弁護士
氏 名 小口 恭道
登録番号 12095

事 務 所 東京都千代田区内幸町１`２`１
日土地内幸町ビル10階
内幸町法律会計事務所

３ 処分の内容 業務停止１月
４ 処分が効力を生じた年月日
平成22年６月７日
平成 22年６月 11日 日本弁護士連合会

懲戒の処分公告

弁護士法第64条の６第３項の規定により下記の
とおり公告します。

記
１ 処分をした弁護士会 第一東京弁護士会
２ 処分を受けた弁護士
氏 名 横内 淑郎
登録番号 16690

事 務 所 東京都世田谷区船橋４`35`１株
式会社ビック本社ビル３階
横内法律事務所

３ 処分の内容 戒告
４ 処分が効力を生じた年月日
平成22年６月８日
平成 22年６月 14日 日本弁護士連合会

˜
—
 


		2010-07-01T15:07:52+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




